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第３ 財務の概要 

 

１ 事業活動収支 

 

(1) 事業活動収入計 

   ３,３８４百万円 … ① 

（予算との差異  △７７百万円） 

（前年度比    １２百万円減少） 

 

(2) 事業活動支出計 

２,９８１百万円 … ② 

（予算との差異 ５０百万円） 

（前年度比   ３０百万円減少） 

 

(3) 基本金組入前当年度収支差額（＝ ① △ ② ） 

４０３百万円 … ③ 

（予算との差異 △１２７百万円） 

（前年度比    １７百万円増加） 

 

(4) 事業活動収支差額比率（＝ ③ ／ ① ） 

１１.９％ 

（平成３０年度予算      ８.３％）   

（平成２９年度決算     １１.３％） 

（平成２９年度全国私大平均  ４.９％） 

 

【比率の解説】 

（日本私立学校振興・共済事業団発行平成２９年度版『日本の私学財政（大学・短期大学編』によ

る。以下、同じ。） 

事業活動収支差額比率は、事業活動収入に対する基本金組入前当年度の収支差額が占める割合    

であり、この比率がプラスで大きいほど自己資金が充実し、財政面での将来的な余裕につながる

ものとされている。 

この比率がマイナスの場合は、当年度の事業活動収入で事業活動支出を賄うことができなかっ

たことを示し、基本金組入前の段階で既に支出超過の状況にあることを意味する。 

マイナスとなった要因が臨時的なものによる場合は別として、一般的にマイナス幅が大きくな   

るほど経営が圧迫され、将来的には資金繰りに支障を来たす可能性が否めない。 
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２ 当年度特有の事業等 

 

(1) 有価証券購入 

    有価証券購入支出     ３４９,０１８千円 

 

(2) 砂込校舎エアコン専用電源工事 

 建物支出          ６,６１８千円 

 

(3) 附属高校パソコン教室整備 

    教・消耗品費支出      ３,３５０千円 

教・業務委託費支出     ３,７３６千円 

教育研究用機器備品支出   ７,７１９千円 

 

(4) 附属高校補助金（私立高等学校等ＩＴ教育設備整備推進事業費） 

    地方公共団体補助金収入   ６,００３千円 

 

 

 

３ 財務比率 

 

科 目 等 平成２９年度 平成３０年度 
平成２９年度 

全国私大平均 

人件費 
百万円 

１,９２６ 

百万円 

１,９１０ 

 

― 

人件費比率 

（人件費／経常収入） 

％ 

 ５６.９ 

％ 

 ５６.７ 

％ 

５３.８ 

教育研究経費 
百万円 

 ７４８ 

百万円 

 ７４６ 

 

― 

教育研究経費比率 

（教育研究経費／経常収入） 

％ 

 ２２.１ 

％ 

 ２２.２ 

％ 

３３.３ 

管理経費 
百万円 

 ３２７ 

百万円 

 ３２１ 

 

― 

管理経費比率 

（管理経費／経常収入） 

％ 

  ９.７ 

％ 

  ９.５ 

％ 

８.８ 

 

 

＊「経常収入」 ＝ 教育活動収入計 ＋ 教育活動外収入計 
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４ 学校別収支 

 

(1) 盛岡大学 文学部 

（千円） 

科   目 平成２９年度 平成３０年度 差 異 

事業活動収入計 １,８９１,７７０ １,９０６,５８３ △１４,８１３ 

事業活動支出計 １,４５０,２５１ １,５０８,２３０ △５７,９７９ 

基本金組入前当年度収支差額 ４４１,５１９ ３９８,３５３ ４３,１６６ 

基本金組入額合計 △７６,１８９ △６３,６７４ △１２,５１５ 

当年度収支差額 ３６５,３３０ ３３４,６７８ ３０,６５２ 

 

 

 

(2) 盛岡大学 栄養科学部 

（千円） 

科   目 平成２９年度 平成３０年度 差 異 

事業活動収入計 ４２７,９６８ ４３９,９６６ △１１,９９８ 

事業活動支出計 ４３６,１８９ ３８５,２６１ ５０,９２８ 

基本金組入前当年度収支差額 △８,２２１ ５４,７０５ △６２,９２６ 

基本金組入額合計 △２４,３５１ △２３,３３２ △１,０１９ 

当年度収支差額 △３２,５７２ ３１,３７３ △６３,９４５ 

 

 

 

(3) 盛岡大学 全体 

（千円） 

科   目 平成２９年度 平成３０年度 差 異 

事業活動収入計 ２,３１９,７３８ ２,３４６,５４８ △２６,８１０ 

事業活動支出計 １,８８６,４４０ １,８９３,４９１ △７,０５１ 

基本金組入前当年度収支差額 ４３３,２９８ ４５３,０５７ △１９,７５９ 

基本金組入額合計 △１００,５４０ △８７,００６ △１３,５３４ 

当年度収支差額 ３３２,７５８ ３６６,０５１ △３３,２９３ 
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(4) 盛岡大学短期大学部 

（千円） 

科   目 平成２９年度 平成３０年度 差 異 

事業活動収入計 ３８０,７４１ ３７１,９４３ ８,７９８ 

事業活動支出計 ３８２,３５０ ３５９,２５９ ２３,０９１ 

基本金組入前当年度収支差額 △１,６０９ １２,６８４ △１４,２９３ 

基本金組入額合計 △１７,２１７ △１１,５１４ △５,７０３ 

当年度収支差額 △１８,８２６ １,１７０ △１９,９９６ 

 

 

 

(5) 盛岡大学附属高等学校 

（千円） 

科   目 平成２９年度 平成３０年度 差 異 

事業活動収入計 ５６２,８１５ ５２７,５５４ ３５,２６１ 

事業活動支出計 ５７３,１７３ ５６０,５１４ １２,６５９ 

基本金組入前当年度収支差額 △１０,３５８ △３２,９５９ ２２,６０１ 

基本金組入額合計 △２３,９８９ △２３,９８９ ０ 

当年度収支差額 △３４,３４７ △５６,９４９ ２２,６０２ 

 

 

 

(6) 盛岡大学附属厨川幼稚園 

                                           （千円） 

科   目 平成２９年度 平成３０年度 差 異 

事業活動収入計 ４８,４６７ ５１,２１１ △２,７４４ 

事業活動支出計 ５９,７６２ ６２,５１０ △２,７４８ 

基本金組入前当年度収支差額 △１１,２９５ △１１,２９９ ４ 

基本金組入額合計 △１８３ △４９０ ３０７ 

当年度収支差額 △１１,４７８ △１１,７８８ ３１０ 

 

 

 

(7) 盛岡大学附属松園幼稚園 

（千円） 

科   目 平成２９年度 平成３０年度 差 異 

事業活動収入計 ３９,５７０ ３９,３３２ ２３８ 

事業活動支出計 ５１,７１２ ５４,６２２ △２,９１０ 

基本金組入前当年度収支差額 △１２,１４２ △１５,２９１ ３,１４９ 

基本金組入額合計 △１,３８２ △１４７ △１,２３５ 

当年度収支差額 △１３,５２４ △１５,４３８ １,９１４ 
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 ５ 基本金組入れ状況 

 

(1) 第１号基本金 

（千円） 

部 門 主な固定資産 当期組入高 

学校法人 なし ０ 

大学 文学部 砂込校舎エアコン専用電源工事（６,６１８） 

砂込校舎エアコン設置工事（８,１５４） 

高精度体成分分析装置（２,１０８）他 

４３,７０５ 大学 栄養科学部 

短期大学部 

附属高校 パソコン教室整備 他 ７,３４４ 

厨川幼稚園 ＦＦ式暖房機・園庭フェンス 他 ４９０ 

松園幼稚園 テーブル 他 １４７ 

合  計  ５１,６８６ 

 

 

 

(2) 第２号基本金 

（千円） 

 当期組入高 当期末残高 

砂込校舎改築・改装引当特定資産 ５１,４６０ ３６５,３５３ 

盛岡大学附属高校施設設備整備拡充引当特定資産 １５,０００ ３０,０００ 

盛岡大学学生会館施設設備整備拡充引当特定資産 ５,０００ １０,０００ 

計 ７１,４６０ ４０５,３５３ 

 

 

 

６ 資産・負債 

 

(1) 資産の部合計    １５,１９７百万円 … ① 

（前年度比 ２００百万円増加） 

 

(2) 負債の部合計    １,９１８百万円 … ② 

（前年度比 ２０２百万円減少） 

 

(3) 純資産の部合計（ ① △ ② ） １３,２７９百万円 ＝ 正味財産 … ③ 

（前年度比 ４０２百万円増加） 

 

      … 平成３０年度末資産総額の変更登記 
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(4) 純資産構成比率（＝ ③ ／ ② ＋ ③ ） 

８７.４％ 

（平成２９年度決算      ８５.９％） 

（平成２９年度全国私大平均  ８７.８％） 

 

【比率の解説】 

純資産構成比率は、純資産の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合で、学校法

人の資金の調達源泉を分析する上で最も概括的で重要な指標である。 

この比率が高い場合は、自己財源が充実していることを示し、財政的には安定                            

していると評価できる。逆に５０％を下回る場合は他人資金が自己資金を上回っていることを

示している。 

  

(5) 流動比率（＝ 流動資産 ／ 流動負債） 

７４２.９％ 

（平成２９年度決算      ５８９.４％） 

（平成２９年度全国私大平均  ２４８.３％） 

 

【比率の解説】 

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合である。 

一年以内に償還又は支払わなければならない流動負債に対して現金預金又は一年以内に現金

化が可能な流動資産がどの程度用意されているかという、学校法人の資金流動性すなわち短期

的な支払い能力を判断する重要な指標の一つである。 

一般に金融機関等では、この比率が２００％以上であれば優良とみなしている。１００％を

下回っている場合には、流動負債を固定資産に投下していることが多く、資金繰りに窮してい

ると見られる。ただし、学校法人にあっては、流動負債には外部負債とは性格を異にする前受

金の比重が大きいことや、流動資産には企業のように多額の「棚卸資産」がなく、ほとんど当

座に必要な現金預金であること、さらに、資金運用の点から長期有価証券へ運用替えしている

場合もあり、また、将来に備えて引当特定資産等に資金を留保している場合もあるため、必ず

しもこの比率が低くなると資金繰りに窮しているとは限らないので留意されたい。 

 

 (6) 積立率（＝ 運用資産 ／要積立額） 

８４.６％ 

（平成２９年度決算      ８２.２％） 

（平成２９年度全国私大平均  ７８.６％） 

 

＊「運用資産」 

   ＝ 特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金 

 

＊「要積立額」 

   ＝ 減価償却累計額＋退職金給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金 
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【比率の解説】 

積立率は、学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要な運用資産の保有状況

を表す。 

この比率では、長期的に必要となる資金需要の典型的なものとして、施設設備の取替更新と

退職金支払に焦点を当てている。その一方で運用資産の内容は、学校法人ごとに特定資産の使

途の指定状況が一様でないことから、換金可能な金融資産、すなわち現金預金・有価証券（固

定資産および流動資産）・特定資産の合計額と幅広く捉えている。 

そのため算定式の分子・分母に使途の異なる要素が混在することになるが、ここでは学校法

人全体の財政状況の全体的な把握を主眼に置いており、個別目的に対応した資産の保有状況を

測るものではない。 

一般的には比率は高い方が望ましいが、例えば学校法人の将来計画において部門の規模縮小

や廃止等が予定されている場合には、その分の施設設備の取替更新等が不要となるため、算定

式から不要分にかかる要素を除外して試算してみる等、この算定式から得られる結果のみに捉

われず各学校法人の状況に応じた試算を併用することも比率の活用に上では重要である。 

 


